
第11類　函館市屋外広告物条例施行規則

○函館市屋外広告物条例施行規則
平成17年９月８日規則第62号

改正
平成20年３月26日規則第21号
平成20年７月７日規則第68号
平成24年２月24日規則第２号
平成24年３月28日規則第14号
平成24年11月28日規則第90号
平成26年３月31日規則第33号
平成28年３月31日規則第49号
平成28年10月５日規則第62号
平成29年11月30日規則第47号

（趣旨）
第１条　この規則は，函館市屋外広告物条例（平成17年函館市条例第41号。以下「条例」とい
う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（許可の申請）

第２条　条例第６条第１項の許可を受けようとする者は，別記第１号様式の申請書正副各１通
に次に掲げる書類を添付して，市長に申請しなければならない。
(１)　付近見取図
(２)　形状，寸法，材料，構造，意匠，色彩および表示の方法に関する仕様書および図面
（照明を伴うときは，その旨を明示したもの）
(３)　表示し，または設置する場所または物件が，他人の所有または管理に属するときは，
その承諾書または許可書の写し

２　許可を受けようとする広告物がはり紙であるときは，前項の規定にかかわらず，掲出しよ
うとするはり紙に許可を受けようとする者の住所および氏名（法人にあっては，その名称お
よび事務所の所在地）ならびにその表示期間を明記し，同項の申請書正副各１通に当該はり
紙を添えて市長に申請しなければならない。
（許可の基準等）

第３条　条例第６条第２項の規則で定める基準は，別表第１に掲げる地域または場所の区分
（条例第５条第１項第８号の区域または同項第10号の地域もしくは場所にあっては，同表　
１の表の左欄に掲げる区分のうち，当該区域または地域もしくは場所ごとに市長が指定する
区分）に応じ，別表第２に定めるとおりとする。

２　別表第１　１の表に掲げる第１種制限地域および第６種制限地域のうちの，石川新道沿道
地域（都市計画道路石川新道（その道路中心線と市道桔梗37号線の道路中心線との交点から
都市計画道路外環状線の道路中心線との交点までの区間に限る。）から展望することができ
る地域であって，これから100メートル以内の区域をいい，第１種制限地域にあっては，近
隣商業地域およびこれに隣接する準工業地域を除く。別表第２において同じ。）内ならびに
別表第１　１の表に掲げる第６種制限地域のうちの空港通・空港ターミナル通沿道地域（都
市計画道路空港通（その起点から都市計画道路空港ターミナル通の起点までの区間に限
る。）および都市計画道路空港ターミナル通から展望することができる地域であって，これ
らから100メートル以内の区域のうち，周辺における市街化を促進するおそれがなく，か
つ，市街化区域（都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条第１項に規定する市街化区域
をいう。別表第２において同じ。）内において行うことが困難または著しく不適当と認めら
れる建築物の建築等を行うことができる区域として市長が定める区域をいう。別表第２にお
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いて同じ。）内における条例第６条第２項の規則で定める基準は，別表第２に定めるものの
ほか，次のとおりとする。
(１)　電光掲示板を用いた固定広告物にあっては，まぶしさを感じさせないものであるこ
と。
(２)　電飾を用いた固定広告物にあっては，激しい点滅を伴わないものであること。
(３)　前２号のいずれかに該当する固定広告物で，支柱を有する地上広告物にあっては，夜
間にその支柱の照明を行うための照明設備を備えたものであること。

３　前２項の規定にかかわらず，条例第９条第１項の規定により広告物活用地区の指定を受け
た区域および条例第10条第１項の規定により広告景観整備地区の指定を受けた区域について
は，別表第２に定める基準および前項に定める基準は，適用しない。
（許可の有効期間）

第４条　条例第６条第４項（同条第９項において準用する場合を含む。）の規則で定める許可
の期間は，別表第３に定めるとおりとする。
（継続の許可の申請）

第５条　条例第６条第６項の許可を受けようとする者は，同条第１項または第６項の許可の期
間が満了する日の１月前から５日前までの間に，別記第１号様式の申請書正副各１通により
市長に申請しなければならない。この場合において，広告物または掲出物件が固定広告物で
あるときはそのカラー写真（申請前30日以内に撮影したものに限る。）および条例第13条の
管理者が作成した別記第２号様式の報告書（申請前30日以内に点検した内容を記載したもの
に限る。）を添付しなければならない。
（変更の許可の申請等）

第６条　条例第６条第７項の許可を受けようとする者は，別記第３号様式の申請書正副各１通
に第２条第１項各号に掲げる書類のうち当該変更に係るものを添付して，市長に申請しなけ
ればならない。

２　条例第６条第７項ただし書の規則で定める軽微な変更または改造は，次のとおりとする。
(１)　広告物または掲出物件の修繕，補強または塗り替えであって，表示内容，材料，構
造，意匠，色彩および付された条件の変更を伴わないもの
(２)　許可の期間内における同一業務に関する広告物の取替えであって，掲出物件の変更を
伴わないもの
（許可等）

第７条　第２条第１項，第５条または前条第１項の申請があった場合において，許可すること
と決定したときは，別記第４号様式の許可証を当該申請をした者に交付するものとする。

２　第２条第２項の申請があった場合において，許可することと決定したときは，市長が定め
る許可済印を掲出しようとするはり紙に押し，当該申請をした者に交付するものとする。

３　第２条，第５条または前条第１項の申請があった場合において，許可しないことと決定し
たときは，別記第５号様式の通知書により当該申請をした者に通知するものとする。

４　条例第６条第１項または第７項の許可を受けた者は，当該許可に係る工事が完了したとき
は，速やかにその旨を別記第６号様式の届出書に完成後のカラー写真を添付して，市長に届
け出なければならない。
（許可台帳）

第８条　市長は，条例第６条第１項，第６項または第７項の許可をしたときは，別記第７号様
式の台帳にその旨を記載しなければならない。
（許可を要しない内容の変更等）

第９条　条例第６条第８項の規則で定める変更は，当該許可に係る広告物の表示内容の１月以
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内の定期的な変更とする。
２　条例第６条第８項の規定による届出は，当該変更のつど，別記第８号様式の届出書正副各
１通にその変更内容を明示した図面を添付してしなければならない。
（適用除外の基準）

第10条　条例第７条に規定する規則で定める基準は，次の各号に掲げる広告物または掲出物件
の区分に応じ，当該各号に定めるとおりとする。
(１)　条例第７条第３号に掲げるもの　表示面積が，0.5平方メートル以内で，かつ，表示
方向から見て当該施設または物件の外郭線内を１平面とみなした場合の当該平面の面積の
20分の１以内のものであること。
(２)　条例第７条第４号に掲げるもの　別表第１に掲げる地域または場所の区分（条例第５
条第２項第15号の地域または場所にあっては，同表　２の表の左欄に掲げる区分のうち，
当該地域または場所ごとに市長が指定する区分）に応じて，別表第４に定める基準を満た
すものであること。
(３)　条例第７条第５号に掲げるもの　１面の表示面積が１平方メートル以内で，かつ，高
さ３メートル以下（条例第５条第１項に規定する制限地域（条例第10条第１項の規定によ
り広告景観整備地区の指定を受けている区域を除く。）において表示される広告物または
設置される掲出物件にあっては，１面の表示面積が５平方メートル以内で，かつ，高さ３
メートル以下）の固定広告物であること。
(４)　条例第７条第７号に掲げるもの　工事期間中に表示される壁面広告物で，営利を目的
としないものであること。
(５)　条例第７条第９号に掲げるもの　壁面に直接表示された壁面広告物で，営利を目的と
しないものであること。
(６)　条例第７条第10号に掲げるもの　社寺，仏堂，教会，説教所その他これらに類するも
のが臨時に祭典，法要，説教その他の事務もしくは行事のためにするもの，大売出しその
他地方の年中行事としてするものまたは慣習として一般に認められているものであるこ
と。
(７)　条例第７条第11号に掲げるもの　政治団体，労働組合等の宣伝の用に供するものまた
は営利を目的としないと認められる会合もしくは催物類を掲示するものであること。
(８)　条例第７条第12号に掲げるもの　紙または布製のものであって，同種類のものが継続
しないものであること。
（協議を要する広告物等）

第11条　条例第８条の規則で定める広告物または掲出物件は，次の各号のいずれかに該当する
ものとする。
(１)　国，地方公共団体または公共的団体の施設への案内を目的として表示し，または設置
する固定広告物（次号において「公共案内用広告物」という。）で，１面の表示面積が10
平方メートル（壁面広告物にあっては，壁面の面積の３分の１が10平方メートル以内のと
きは，当該壁面の面積の３分の１）を超え，もしくは表示面積が20平方メートルを超え，
または高さが６メートルを超えるもの
(２)　公共案内用広告物以外の固定広告物で，別表第２　１の表に定める第５種制限地域の
基準を超えるもの
（条例第10条第５項の規則で定める広告物または掲出物件）

第11条の２　条例第10条第５項の規則で定める広告物または掲出物件は，次の各号に掲げる広
告物または掲出物件の区分に応じ，それぞれ当該各号に定めるものとする。
(１)　条例第７条第４号に掲げる広告物または掲出物件　表示面積の合計が１事務所または
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１営業所当たり１平方メートルを超えるもの
(２)　条例第７条第９号に掲げる広告物　表示面積が１平方メートルを超えるもの
（広告景観整備地区内の届出）

第11条の３　条例第10条第５項の規定による届出は，別記第８号様式の２の届出書に次に掲げ
る書類を添付してしなければならない。
(１)　付近見取図
(２)　形状，寸法，材料，構造，意匠，色彩および表示の方法に関する仕様書および図面
（照明を伴うときは，その旨を明示したもの）
(３)　現場のカラー写真
(４)　表示し，または設置する場所または物件が，他人の所有または管理に属するときは，
その承諾書または許可書の写し
（事前協議の申出書等）

第11条の４　条例第10条の３第２項（条例第10条の５第２項において準用する場合を含む。）
の書面は，別記第８号様式の３の申出書によらなければならない。

２　市長は，条例第10条の３第２項の規定による事前協議または条例第10条の５第２項におい
て準用する条例第10条の３第２項の規定による変更協議の申出があったときは，遅滞なく当
該事前協議または変更協議の日時を決定し，当該申出をした者に通知するものとする。

３　条例第10条の４第１項第２号の規定による事前協議の終了の申出または条例第10条の５第
２項において準用する条例第10条の４第１項第２号の規定による変更協議の終了の申出は，
別記第８号様式の４の申出書によりしなければならない。
（事前協議等の結果通知書）

第11条の５　条例第10条の４第２項（条例第10条の５第２項において準用する場合を含む。）
の書面は，別記第８号様式の５の通知書によるものとする。
（広告物協定の認定の申請等）

第12条　条例第11条第１項の認定を受けようとする者は，別記第９号様式の申請書に次に掲げ
る書類を添付して，市長に申請しなければならない。
(１)　広告物協定書
(２)　広告物協定の対象となる区域の付近見取図
(３)　広告物協定の対象となる区域を表示する図面
(４)　その他市長が必要と認める書類

２　条例第11条第３項の認定を受けようとする者は，別記第10号様式の申請書に次に掲げる書
類を添付して，市長に申請しなければならない。
(１)　変更後の広告物協定書
(２)　広告物協定の対象となる区域を変更するときは，当該区域を表示する図面
(３)　その他市長が必要と認める書類

３　市長は，前２項の規定による申請があった場合において，認定をしたときは別記第11号様
式の認定証を当該申請をした者に交付し，認定をしなかったときはその旨を当該申請をした
者に通知するものとする。

４　条例第11条第７項の規定による届出は，別記第12号様式の届出書によりしなければならな
い。
（制限地域等の区分に変更があった場合の経過措置）

第13条　条例第５条第１項各号に掲げる地域または場所について別表第１　１の表に掲げる制
限地域の区分の変更があった際，現に当該変更に係る地域または場所に条例第６条第１項の
許可を受けて表示されている広告物または設置されている掲出物件のうち，変更後において
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別表第２　１の表に定める基準に適合しないこととなるものに係る当該基準の適用について
は，当該変更のあった日から当該広告物または掲出物件の種類等に応じ，別表第５に定める
期間が経過する日までの間は，なお従前の例による。

第14条　条例第４条第１項各号に掲げる物件または条例第５条第１項各号もしくは第２項各号
に掲げる地域もしくは場所について別表第４の左欄に掲げる区分の変更があった際，現に当
該変更に係る物件もしくは地域もしくは場所に第10条第２号に定める基準に適合して，また
は特別制限地域において条例第６条第１項の許可を受けて表示されている広告物または設置
されている掲出物件のうち，変更後において別表第２　２の表または別表第４に定める基準
に適合しないこととなるものに係る当該基準の適用については，当該変更のあった日から当
該広告物または掲出物件の種類等に応じ，別表第５に定める期間が経過する日までの間は，
なお従前の例による。

２　条例第５条第１項各号に掲げる地域または場所について別表第１　１の表に掲げる制限地
域の区分の変更があった際，現に当該変更に係る地域または場所に第10条第２号に定める基
準に適合して表示されている広告物または設置されている掲出物件のうち，変更後において
別表第４に定める基準に適合しないこととなるため新たに条例第６条第１項の許可を必要と
するものについては，当該変更のあった日から３月以内に第２条の申請をしなければならな
い。

３　前項の申請があった場合において，同項の期間の満了の日までに当該申請に対する処分が
なされないときは，当該処分がなされるまでの間は，引き続き当該申請に係る広告物または
掲出物件を表示し，または設置することができる。

４　第２項の申請があった場合における条例第６条第１項または第６項の許可の基準について
は，当該変更のあった日から６年間は，変更前の区分に応じて別表第４に定めるところによ
る。
（許可証票）

第15条　条例第12条第１項の許可証票は，別記第13号様式によるものとする。
（管理者の設置を要する広告物等）

第16条　条例第13条の規則で定める広告物または掲出物件は，固定広告物とする。
２　広告物表示者は，北海道の区域内に住所（法人にあっては，事務所）を有する者を条例第
13条の管理者として定めなければならない。この場合において，広告物表示者が北海道の区
域内に住所（法人にあっては，事務所）を有する者である場合は，自ら管理者となることを
妨げない。

３　前項の規定により定める管理者は，固定広告物（壁面広告物にあっては，壁面に取り付け
られたものおよび壁面から突き出して設置されたものに限る。）で，表示面積（壁面広告物
にあっては，壁面に取り付けられたものまたは壁面から突き出して設置されたものの個々の
表示面積）が10平方メートルを超えるものを表示し，または設置する場合は，次の各号のい
ずれかに該当する者（法人を管理者として定めるときは，次の各号のいずれかに該当する者
が北海道の区域内に存する当該法人の事務所に所属している法人）でなければならない。
(１)　条例第34条第１項第１号に掲げる者
(２)　職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第44条第１項に規定する技能検定のう
ち，広告美術仕上げの１級に係るものに合格した者
(３)　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項に規定する１級建築士または同条第
３項に規定する２級建築士で条例第33条第１項または条例第34条第１項第３号の講習会の
課程を修了したもの
(４)　電気工事士法（昭和35年法律第139号）第４条の２第１項の規定により特殊電気工事
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資格者認定証（ネオン工事に係るものに限る。）の交付を受けた者で条例第33条第１項ま
たは条例第34条第１項第３号の講習会の課程を修了したもの
(５)　電気事業法（昭和39年法律第170号）第44条第１項第１号から第３号までに規定する
第１種電気主任技術者免状，第２種電気主任技術者免状または第３種電気主任技術者免状
の交付を受けた者で条例第33条第１項または条例第34条第１項第３号の講習会の課程を修
了したもの
(６)　条例第34条第１項の規定により業務主任者に選任されている者

４　広告物表示者は，条例第13条の規定により置いた管理者に，市長が別に定める安全性につ
いての指針に基づき，当該広告物または掲出物件を点検させなければならない。
（管理者の届出等）

第17条　広告物表示者は，条例第13条の規定により管理者を置いたときは，別記第14号様式の
届出書正副各１通により市長に届け出なければならない。

２　広告物表示者は，届け出た管理者の氏名または住所に変更があったときは，別記第15号様
式の届出書正副各１通により市長に届け出なければならない。

３　広告物表示者は，前条第３項に規定する場合に該当するときは，前２項の届出書に同条第
３項各号のいずれかに該当することを証する書面を添付しなければならない。

４　第１項または第２項の規定にかかわらず，第２条第１項，第５条もしくは第６条第１項の
申請または次条の届出の際に，申請書または届出書に，記載すべき管理者が複数となる場合
を除き，第１項または第２項の規定により届け出るべき事項を記載することをもって，これ
らの規定による届出に代えることができる。
（広告物表示者の変更の届出等）

第18条　条例第14条または第15条の規定による届出は，別記第15号様式の届出書正副各１通に
よりしなければならない。
（届出書の受付）

第19条　第９条第２項，第17条第１項もしくは第２項または前条の届出があったときは，その
副本に市長が定める届出済印を押して，当該届出をした者に交付するものとする。
（除却の届出）

第20条　条例第16条第２項の規定による届出は，別記第16号様式の届出書に除却後の現場のカ
ラー写真を添付してしなければならない。
（公表の方法等）

第20条の２　条例第16条の２第３項の規定による公表は，次に掲げる事項について，市の掲示
場への掲示，インターネットの利用その他の方法により行うものとする。
(１)　勧告を受けた者の氏名および住所（法人にあっては，その名称および代表者の氏名な
らびに主たる事務所の所在地）
(２)　勧告の内容

２　市長は，前項の公表をしようとするときは，あらかじめ，勧告を受けた者に対してその旨
を通知し，意見陳述の機会を与えるものとする。
（保管物件一覧簿およびその備付場所）

第21条　条例第20条第２項の保管物件一覧簿は，別記第17号様式によるものとする。
２　条例第20条第２項の規則で定める場所は，函館市都市建設部まちづくり景観課とする。
（保管物件の売却の方法）

第22条　条例第22条の規則で定める方法は，函館市契約条例（昭和39年函館市条例第５号）お
よび函館市契約条例施行規則（昭和39年函館市規則第４号）の定めるところによる。
（受領書）
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第23条　条例第24条の規則で定める受領書は，別記第18号様式によらなければならない。
（身分証明書）

第24条　条例第25条第２項の証明書は，別記第19号様式によるものとする。
（屋外広告業の登録の申請）

第25条　条例第26条第１項および第３項の規則で定める申請書は，別記第20号様式によらなけ
ればならない。

２　条例第26条第１項または第３項の規則で定める書類は，次のとおりとする。
(１)　条例第26条第１項または第３項の登録を受けようとする者（以下「登録申請者」とい
う。）（法人にあってはその役員，営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者に
あってはその法定代理人（法定代理人が法人である場合は，その役員を含む。第29条第３
項第４号において同じ。）を含む。次号において同じ。）の条例第28条第１項各号のいず
れにも該当していないことの別記第21号様式の誓約書および別記第22号様式の略歴書
(２)　登録申請者の住民票の写しまたはこれに代わる書類
(３)　登録申請者が法人である場合は，登記事項証明書および屋外広告業に係る営業の沿革
について記載した別記第23号様式の書面
(４)　業務主任者が条例第34条第１項各号のいずれかに該当する者であることを証する書面
(５)　業務主任者の住民票の写しまたはこれに代わる書類
（更新の登録の申請期限）

第26条　条例第26条第３項の更新の登録の申請は，当該屋外広告業者が現に受けている登録の
有効期間の満了の日の30日前までにしなければならない。
（屋外広告業者登録簿）

第27条　条例第27条第１項の規則で定める屋外広告業者登録簿は，別記第24号様式によるもの
とする。
（登録拒否の通知）

第28条　条例第28条第２項の規定による通知は，別記第25号様式の通知書によりするものとす
る。
（登録事項の変更の届出）

第29条　条例第29条第１項の規則で定める事項は，次のとおりとする。
(１)　屋外広告業者の氏名または住所（法人にあっては，その名称または主たる事務所の所
在地）
(２)　市の区域内の営業に係る営業所の名称または所在地（商業登記の変更を伴う場合に限
る。）
(３)　法人である場合は，市の区域内の営業に係る業務を執行する役員
(４)　営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年者である場合は，その法定代理人の
数，氏名もしくは名称，住所もしくは主たる事務所の所在地または役員
(５)　業務主任者の氏名またはその所属する営業所の名称

２　条例第29条第１項の規定による届出は，別記第26号様式の届出書によりしなければならな
い。

３　条例第29条第１項の規則で定める書類は，当該変更に係る次の各号に掲げる事項の区分に
応じ，当該各号に定めるとおりとする。
(１)　第１項第１号に掲げる事項　住民票の写し（法人にあっては，登記事項証明書）
(２)　第１項第２号に掲げる事項　登記事項証明書
(３)　第１項第３号に掲げる事項　登記事項証明書ならびに変更後の役員の第25条第２項第
１号および第２号に掲げる書類
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(４)　第１項第４号に掲げる事項　変更後の法定代理人の第25条第２項第１号から第３号ま
でに掲げる書類
(５)　第１項第５号に掲げる事項　変更後の業務主任者の第25条第２項第４号および第５号
に掲げる書類
（廃業等の届出）

第30条　条例第31条第１項の規定による届出は，別記第27号様式の届出書によりしなければな
らない。
（講習会）

第31条　市長は，条例第33条の講習会（以下「講習会」という。）を開催しようとするとき
は，あらかじめ，開催の日時，場所その他講習会の開催に関し必要な事項を公表するものと
する。

２　講習会の講習科目は，次のとおりとする。
(１)　屋外広告物に関する法令に関する科目
(２)　屋外広告物の表示方法に関する科目
(３)　屋外広告物の施工に関する科目
（受講の申込み）

第32条　講習会を受けようとする者は，別記第28号様式の申込書に次に掲げる書類を添付して
市長に申し込まなければならない。
(１)　住民票の写し
(２)　写真（申込み前６月以内に無帽で正面上半身を撮影したもの）
（講習の一部免除）

第33条　市長は，次の各号のいずれかに該当する者に対しては，第31条第２項第３号に掲げる
講習科目の受講を免除することができる。
(１)　建築士法第２条第１項に規定する建築士の資格を有する者
(２)　電気工事士法第３条に規定する電気工事士の資格を有する者
(３)　電気事業法第44条第１項第１号から第３号までに規定する第１種電気主任技術者免
状，第２種電気主任技術者免状または第３種電気主任技術者免状の交付を受けている者
(４)　職業能力開発促進法に基づき，帆布製品製造に関し，職業訓練指導員免許を受け，技
能検定に合格し，または職業訓練を終了した者

２　前項の規定により講習科目の受講の免除を受けようとする者は，前条の申込みの際，同条
の申込書にその旨を記載し，市長に申し出なければならない。

３　前項の申込書には，第１項各号のいずれかに該当する者であることを証する書面を添付し
なければならない。
（修了証書の交付）

第34条　市長は，講習会の課程を修了した者に対し，別記第29号様式の修了証書を交付するも
のとする。
（講習会修了者等と同等以上の知識を有する者の認定）

第35条　条例第34条第１項第５号の規定による認定は，次に掲げる要件のいずれにも該当する
者について行うものとする。
(１)　広告物の表示または掲出物件の設置に関し，営業所における責任者として通算５年以
上の経験を有すること。
(２)　過去５年間にわたり屋外広告物に関する法令に違反したことがないこと。

２　条例第34条第１項第５号の規定による認定を受けようとする者は，別記第30号様式の申請
書に次に掲げる書類を添付して市長に申請しなければならない。
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(１)　履歴書
(２)　住民票の写し
(３)　前項第１号の要件に該当することを証する書面
(４)　前項第２号の要件に該当することの誓約書

３　市長は，前項の申請があった場合において，認定をしたときは，別記第31号様式の認定証
を当該申請をした者に交付するものとする。
（標識）

第36条　条例第35条の規則で定める標識は，別記第32号様式によらなければならない。
（帳簿）

第37条　条例第36条の規則で定める帳簿は，別記第33号様式によらなければならない。
２　前項の帳簿に記載すべき事項が電子計算機に備えられたファイルまたは磁気ディスク，
シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくこと
ができる物（以下「磁気ディスク等」という。）に記録され，必要に応じ屋外広告業者の営
業所において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示できるときは，これをもっ
て前項の帳簿に代えることができる。

３　屋外広告業者は，第１項の帳簿（前項の記録されたファイルまたは磁気ディスク等を含
む。）を各年度（法人にあっては，各事業年度）の末日をもって閉鎖するものとし，閉鎖後
５年間保存しなければならない。
（登録の取消しの通知）

第38条　条例第38条第２項の規定による通知は，別記第34号様式の通知書によりするものとす
る。
（監督処分簿）

第39条　条例第39条の規則で定める屋外広告業者監督処分簿は，別記第35号様式によるものと
する。
（身分証明書）

第40条　条例第40条第２項の証明書は，別記第36号様式によるものとする。
附　則

１　この規則は，平成17年10月１日から施行する。
２　函館市都市景観条例施行規則（平成７年函館市規則第51号）の一部を次のように改正す
る。
（次のよう略）
附　則（平成20年３月26日規則第21号）

１　この規則は，平成20年10月１日から施行する。
２　この規則の施行の際現に函館市屋外広告物条例（平成17年函館市条例第41号）第６条第１
項または第６項の許可を受けて表示し，または設置されている固定広告物で，改正後の第３
条および別表第２　１の表に定める許可の基準に適合しないこととなるものについては，当
該許可の期間が満了するまでの間は，改正後の同条および同表の規定にかかわらず，なお従
前の例により表示し，または設置することができる。

３　前項の規定が適用される固定広告物について，当該許可の期間の満了後，引き続き函館市
屋外広告物条例第６条第６項の規定による許可（前項の許可の期間の満了後２回に限る。）
を受けようとする場合における許可の基準については，改正後の第３条および別表第２　１
の表の規定にかかわらず，なお従前の例による。
附　則（平成20年７月７日規則第68号）

この規則は，平成20年10月１日から施行する。
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附　則（平成24年２月24日規則第２号）
１　この規則は，平成24年３月15日から施行する。
２　この規則の施行の際現に函館市屋外広告物条例（平成17年函館市条例第41号）第６条第１
項または第６項の許可を受けて表示し，または設置されている固定広告物で，改正後の第３
条および別表第２　１の表に定める許可の基準に適合しないこととなるものについては，当
該許可の期間が満了するまでの間は，改正後の同条および同表の規定にかかわらず，なお従
前の例により表示し，または設置することができる。

３　前項の規定が適用される固定広告物について，当該許可の期間の満了後，引き続き函館市
屋外広告物条例第６条第６項の規定による許可（前項の許可の期間の満了後２回に限る。）
を受けようとする場合における許可の基準については，改正後の第３条および別表第２　１
の表の規定にかかわらず，なお従前の例による。
附　則（平成24年３月28日規則第14号）

この規則は，平成24年４月１日から施行する。
附　則（平成24年11月28日規則第90号）

この規則は，平成24年12月１日から施行する。
附　則（平成26年３月31日規則第33号）

この規則は，平成26年４月１日から施行する。
附　則（平成28年３月31日規則第49号）

この規則は，平成28年４月１日から施行する。
附　則（平成28年10月５日規則第62号）

１　この規則は，平成28年11月１日から施行する。
２　改正後の第10条の規定は，この規則の施行の日（以下「施行日」という。）以後の広告物
の表示または掲出物件の設置について適用し，施行日前の広告物の表示または掲出物件の設
置については，なお従前の例による。

３　改正後の別表第２の規定は，施行日以後にされた函館市屋外広告物条例（平成17年函館市
条例第41号）第６条第１項，第６項または第７項の規定による許可の申請（この規則の施行
の際現に受けている同条第１項，第６項もしくは第７項の規定による許可またはこの規則の
施行の際現にされている同条第１項，第６項もしくは第７項の規定による許可の申請により
施行日以後に受けた許可（以下「施行時許可」と総称する。）の期間の満了に際してされる
同条第６項の規定による許可（施行時許可の期間の満了後２回に限る。）の申請（以下「更
新申請」という。）を除く。）について適用し，施行日以後にされた同条第１項，第６項ま
たは第７項の規定による許可の申請（更新申請に限る。）および施行日前にされた同条第１
項，第６項または第７項の規定による許可の申請については，なお従前の例による。
附　則（平成29年11月30日規則第47号）

１　この規則は，平成30年１月15日から施行する。ただし，別記第19号様式および別記第36号
様式の改正規定は，同年４月１日から施行する。

２　改正後の第５条ならびに第16条第１項，第２項および第４項の規定は，この規則の施行の
日以後にされた函館市屋外広告物条例（平成17年函館市条例第41号）第６条第１項，第６項
または第７項の規定による許可の申請に係る固定広告物について適用し，同日前にされた同
条第１項，第６項または第７項の規定による許可の申請に係る固定広告物については，なお
従前の例による。
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別表第１（第３条，第10条，第13条，第14条関係）
１　制限地域

区分 地域または場所

第１種制限地域 都市計画法第２章の規定により定められた近隣商業地域，商業地域，準工業地
域，工業地域および工業専用地域（その区域が第３種制限地域の項または第５種
制限地域の項に定める地域または場所（条例第５条第１項第７号の区域を除
く。）に該当する場合は，当該区域を除く。）

第２種制限地域 都市計画法第２章の規定により定められた第１種住居地域，第２種住居地域およ
び準住居地域ならびに条例第５条第１項第１号の市長が指定する区域（その区域
が第３種制限地域の項または第５種制限地域の項に定める地域または場所（同条
第１項第７号の区域を除く。）に該当する場合は，当該区域を除く。）

第３種制限地域 都市計画法第２章の規定により定められた第１種低層住居専用地域，第２種低層
住居専用地域，第１種中高層住居専用地域および第２種中高層住居専用地域，同
章の規定により定められた用途地域（以下「用途地域」という。）または条例第
５条第１項第１号の市長が指定する区域のうち，自動車専用道路（一般国道に限
る。以下この表において同じ。）から展望することができる地域であって，当該
自動車専用道路から500メートル以内の区域ならびに同項第５号の区域（その区
域が第５種制限地域の項に定める地域または場所（同条第１項第７号の区域を除
く。）に該当する場合は，当該区域を除く。）

第４種制限地域 都市計画法第５条の規定により指定された都市計画区域のうち用途地域以外の区
域および条例第５条第１項第４号の区域（その区域が第１種制限地域の項から第
３種制限地域の項まで，第５種制限地域の項または第６種制限地域の項に定める
地域または場所に該当する場合は，当該区域を除く。）

第５種制限地域 条例第５条第１項第２号，第３号，第６号，第７号および第９号の区域（同項第
７号の区域が第１種制限地域の項から第３種制限地域の項までに定める地域また
は場所に該当する場合は，当該区域を除く。）

第６種制限地域 条例第５条第１項第４号の区域のうち，道路（自動車専用道路を除く。），鉄
道，軌道および索道から展望することができる地域であって，これらから100
メートル以内の区域（その区域が第１種制限地域の項から第３種制限地域の項ま
でまたは第５種制限地域の項に定める地域または場所に該当する場合は，当該区
域を除く。）

２　特別制限地域

区分 地域または場所

第１種特別制限地域 条例第５条第２項第２号から第４号までおよび第８号の区域

第２種特別制限地域 条例第５条第２項第１号，第５号から第７号までおよび第９号から第14号までの
区域（その区域が第１種特別制限地域の項に定める区域に該当する場合は，当該
区域を除く。）
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別表第２（第３条，第11条，第13条，第14条関係）
１　制限地域の許可の基準

区分 固定広告物 簡易広告物

地上広告物 屋上広告物 壁面広告物

第１ 石川新道沿道地域 １面の表示面積が １　表示面積が30 表示面積が取付け ３の表に定め
種制 以外の地域 75平方メートル以 0平方メートル 壁面の面積の３分 る規格を満た
限地 内で，かつ，表示 以内のものであ の１または50平方 すものである
域 面積が1 5 0平方 ること。 メートルのいずれ こと。

メートル以内およ ２　地上からその か小さい数値以内
び高さが20メート 上端までの高さ のものであるこ
ル以下のものであ （以下「地上か と。
ること。 らの高さ」とい

う。）が20メー
トルを超える場
合は，高さが建
築物の高さの３
分の２または20
メートルのいず
れか小さい数値
以下のものであ
ること。

石川新道沿道地域 １面の表示面積が １　条例第７条第 １　表示面積が取
10平方メートル以 ４号に掲げるも 付け壁面の面積
内で，かつ，表示 のであること。 の３分の１また
面積が20平方メー ２　表示面積が15 は50平方メート
トル以内および高 0平方メートル ルのいずれか小
さが５メートル以 以内のものであ さい数値以内の
下（条例第７条第 ること。 ものであるこ
４号に掲げるもの ３　地上からの高 と。
にあっては，１面 さが15メートル ２　建築物等の壁
の表示面積が40平 を超える場合 面から突き出し
方メートル以内 は，高さが建築 て設置されるも
で，かつ，表示面 物の高さの３分 のにあっては，
積が80平方メート の２または15 １壁面につき１
ル以内および高さ メートルのいず 列までのもので
が15メートル以 れか小さい数値 あること。
下）のものである 以下のものであ
こと。 ること。

第２種制限地域 １面の表示面積が １　表示面積が15 表示面積が取付け
40平方メートル以 0平方メートル 壁面の面積の３分
内で，かつ，表示 以内のものであ の１または50平方
面積が80平方メー ること。 メートルのいずれ
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トル以内および高 ２　地上からの高 か小さい数値以内
さが15メートル以 さが15メートル のものであるこ
下のものであるこ を超える場合 と。
と。 は，高さが建築

物の高さの３分
の２または15
メートルのいず
れか小さい数値
以下のものであ
ること。

第３種制限地域 １面の表示面積が １　１面の表示面 表示面積が取付け
30平方メートル以 積が75平方メー 壁面の面積の３分
内で，かつ，表示 トル以内で，か の１または50平方
面積が60平方メー つ，表示面積が メートルのいずれ
トル以内および高 150平方メート か小さい数値以内
さが10メートル以 ル以内のもので のものであるこ
下のものであるこ あること。 と。
と。 ２　地上からの高

さが10メートル
を超える場合
は，高さが建築
物の高さの３分
の２または15
メートルのいず
れか小さい数値
以下のものであ
ること。

第４種制限地域 １面の表示面積が １　１面の表示面 表示面積が取付け
30平方メートル以 積が30平方メー 壁面の面積の３分
内で，かつ，表示 トル以内で，か の１または30平方
面積が60平方メー つ，表示面積が メートルのいずれ
トル以内および高 60平方メートル か小さい数値以内
さが10メートル以 以内のものであ のものであるこ
下のものであるこ ること。 と。
と。 ２　地上からの高

さが10メートル
を超える場合
は，高さが建築
物の高さの３分
の２または10
メートルのいず
れか小さい数値
以下のものであ
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ること。

第５種制限地域 １面の表示面積が １　１面の表示面
15平方メートル以 積が15平方メー
内で，かつ，表示 トル以内で，か
面積が30平方メー つ，表示面積が
トル以内および高 30平方メートル
さが10メートル以 以内のものであ
下のものであるこ ること。
と。 ２　地上からの高

さが10メートル
を超える場合
は，高さが建築
物の高さの３分
の２または10
メートルのいず
れか小さい数値
以下のものであ
ること。

第６ 石川新道沿道地 次のいずれかに該当するものであること。
種制 域，空港通・空港 １　条例第７条第４号に掲げる広告物または掲出物件で，
限地 ターミナル通沿道 表示面積の合計（簡易広告物を含む。）が１事務所また
域 地域および外環状 は１営業所当たり30平方メートル以内および高さが10

線沿道西桔梗地域 メートル以下のものであること。
（都市計画道路外 ２　条例第７条第４号に掲げる広告物または掲出物件以外
環状線（その道路 の広告物または掲出物件で，１面の表示面積が10平方
中心線と市道西桔 メートル以内で，かつ，表示面積が20平方メートル以内
梗中央線の道路中 および高さが６メートル以下のものであること。
心線との交点から
市道西桔梗33号線
の道路中心線との
交点までの区間に
限る。）から展望
することができる
地域であって，こ
れから100メート
ル以内の区域のう
ち，周辺における
市街化を促進する
おそれがなく，か
つ，市街化区域内
において行うこと
が困難または著し
く不適当と認めら
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れる建築物の建築
等を行うことがで
きる区域として市
長が定める区域を
いう。）以外の地
域

石川新道沿道地域 １面の表示面積が １　条例第７条第 １　表示面積が取
10平方メートル以 ４号に掲げるも 付け壁面の面積
内で，かつ，表示 のであること。 の３分の１また
面積が20平方メー ２　表示面積が15 は50平方メート
トル以内および高 0平方メートル ルのいずれか小
さが５メートル以 以内のものであ さい数値以内の
下（条例第７条第 ること。 ものであるこ
４号に掲げるもの ３　地上からの高 と。
にあっては，１面 さが15メートル ２　建築物等の壁
の表示面積が40平 を超える場合 面から突き出し
方メートル以内 は，高さが建築 て設置されるも
で，かつ，表示面 物の高さの３分 のにあっては，
積が80平方メート の２または15 １壁面につき１
ル以内および高さ メートルのいず 列までのもので
が15メートル以 れか小さい数値 あること。
下）のものである 以下のものであ
こと。 ること。

空港通・空港ター １面の表示面積が １　条例第７条第 １　表示面積が取
ミナル通沿道地域 10平方メートル以 ４号に掲げるも 付け壁面の面積

内で，かつ，表示 のであること。 の３分の１また
面積が20平方メー ２　１面の表示面 は30平方メート
トル以内および高 積が30平方メー ルのいずれか小
さが６メートル以 トル以内で，か さい数値以内の
下（条例第７条第 つ，表示面積が ものであるこ
４号に掲げるもの 60平方メートル と。
にあっては，１面 以内のものであ ２　建築物等の壁
の表示面積が30平 ること。 面から突き出し
方メートル以内 ３　地上からの高 て設置されるも
で，かつ，表示面 さが10メートル のにあっては，
積が60平方メート を超える場合 １壁面につき１
ル以内および高さ は，高さが建築 列までのもので
が10メートル以 物の高さの３分 あること。
下）のものである の２または10
こと。 メートルのいず

れか小さい数値
以下のものであ
ること。
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外環状線沿道西桔 １面の表示面積が １　表示面積が15 表示面積が取付け
梗地域 40平方メートル以 0平方メートル 壁面の面積の３分

内で，かつ，表示 以内のものであ の１または50平方
面積が80平方メー ること。 メートルのいずれ
トル以内および高 ２　地上からの高 か小さい数値以内
さが15メートル以 さが15メートル のものであるこ
下のものであるこ を超える場合 と。
と。 は，高さが建築

物の高さの３分
の２または15
メートルのいず
れか小さい数値
以下のものであ
ること。

備考
１　地上広告物のうち，道路等を横断して設置されるもの（以下「アーチ式広告物」とい
う。）にあっては，当該横断する部分の下端の高さが歩道上では３メートル以上，車道
上では4.5メートル以上のものであること。
２　屋上広告物を階段室，昇降機塔，物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分（以
下「屋上構造物」という。）に設置する場合には，当該屋上構造物の高さは建築物の高
さに算入せず，屋上広告物の高さに算入する。
３　壁面広告物のうち，建築物等の壁面から突き出して設置されるものにあっては，出幅
が1.5メートル以内で，かつ，その下端の高さが歩道上では３メートル以上，車道上で
は4.5メートル以上のものであること。
４　壁面広告物のうち，文字，記号または商標が表示されている部分の面積は，当該文
字，記号または商標の面積にこれらと意匠上一体となっている部分の面積を加えたもの
とする。

２　特別制限地域の許可の基準

区分 基準

第１種特別制限地域 表示面積が５平方メートル（複数の広告主がそれぞれ異なる表示内容を集合して
表示することにより一の広告物とする場合にあっては，10平方メートル）以内お
よび高さが５メートル以下のものであること。

第２種特別制限地域 １面の表示面積が５平方メートル以内で，かつ，表示面積が10平方メートル以内
および高さが５メートル以下のものであること。

３　簡易広告物の規格

種類 規格

簡易 立看板 縦３メートル（脚の長さを含む。）以下および横0.9メートル以下のも
広告 ので，道路と平行に立てかけられるもの（電柱その他これに類するもの
物 を利用しないものに限る。）であること。

電柱広告物 巻付け広 １　１柱につき１個とし，蛍光塗料を用いないものであること。
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告物 ２　縦1.8メートル以下で，かつ，その下端の高さが地上から1.5メート
ル以上のものであること。

突き出し １　１柱につき１個とし，蛍光塗料を用いないものであること。
広告物 ２　縦1.2メートル以下，横0.45メートルおよび出幅0.6メートル以下

（消火栓標識柱を利用する場合にあっては，縦0.4メートル以下およ
び横0.8メートル以下）で，その下端の高さが歩道上では３メートル
以上，車道上では4.5メートル以上のものであること。

広告幕 広告物の下端の高さが歩道上では３メートル以上，車道上では4.5メー
広告網 トル以上のものであること。

アドバルーン広告物 気球の直径が３メートル以下で，かつ，その高さが係留地点から50メー
トル以下のものとし，これに添加する広告物は，長さ15メートル以下お
よび幅1.5メートル以下のものであること。

別表第３（第４条関係）

広告物または掲出物件の種類 許可の期間

固定広告 地上広告物 木または金属等の耐久性のある材料を使用して作成され，土地 ３年以内
物 に固定された状態で設置されたものをいう。

屋上広告物 建築物の屋上または屋上の工作物に取り付けられたもの（階段
室，昇降機塔その他これらに類する部分の壁面に表示されたも
のを含む。）をいう。

壁面広告物 建築物その他の工作物の壁面に表示され，または取り付けられ
たもの（壁面から突き出して設置されたものを含む。）をい
う。

簡易広告 はり紙 紙製，ビニール製等のもので，建築物その他の工作物またはこ １月以内
物 れら以外の物件にはり付けられたものをいう。

はり札 小型簡易なもので，建築物その他の工作物またはこれら以外の １年以内
物件に容易に取りはずすことのできる状態で取り付けられたも
のをいう。

立看板 容易に取りはずすことのできる状態で立てられ，または建築物 １月以内
その他の工作物もしくはこれら以外の物件に立てかけられたも
のをいう。

アドバルー 気球を利用して表示されたものをいう。 15日以内
ン広告物

広告幕 建築物その他の工作物もしくはこれら以外の物件に懸垂され １月以内
広告網 た，もしくは添加されたものまたは電柱等を利用して空中に掲

出されたものをいう。

のぼり 布等をさおその他の棒状の物件に取り付けて作成されたもの １月以内
旗 で，単独で建てられ，または建築物その他の工作物もしくはこ
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れら以外の物件に取り付けられたものをいう。

電柱広告物 電柱その他これに類するものを利用して設置されたものをい １年以内
う。

別表第４（第10条，第14条関係）

区分 基準

制限地域 表示面積の合計が１事務所または１営業所当たり10平方メートル以内で，かつ，
高さが別表第１に定める地域または場所の区分に応じ，別表第２　１の表に定め
る基準（条例第10条第３項の規定により許可の基準が別に定められた広告景観整
備地区にあっては，当該許可の基準）を満たすものであること。

第１種特別制限地域 表示面積が１個当たり５平方メートル以内で，かつ，表示面積の合計が１事務所
または１営業所当たり10平方メートル以内および高さが５メートル以下のもので
あること。

第２種特別制限地域 表示面積の合計が１事務所または１営業所当たり10平方メートル以内および高さ
が５メートル以下のものであること。

備考　条例第４条第１項または第２項に規定する物件が条例第５条第２項第１号から第14号
までに掲げる地域または場所のいずれかに存する場合は別表第１　２の表の区分によるこ
ととし，当該地域または場所に存しない場合は同表の第２種特別制限地域に存するものと
する。

別表第５（第13条，第14条関係）

広告物または掲出物件の種類等 期間

固定広告物（条例第７条第４号に掲げるもの 高さが４メートル以下のもの ２年間
を除く。） 高さが４メートルを超えるもの ６年間

固定広告物（条例第７条第４号に掲げるものに限る。） ６年間

簡易広告物 １年間
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別記第１号様式（第２条，第５条関係）
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別記第２号様式（第５条関係）
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別記第３号様式（第６条関係）
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別記第４号様式（第７条関係）
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別記第５号様式（第７条関係）
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別記第６号様式（第７条関係）

別記第７号様式（第８条関係）
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別記第８号様式（第９条関係）
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別記第８号様式の２（第11条の３関係）
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別記第８号様式の３（第11条の４関係）
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別記第８号様式の４（第11条の４関係）
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別記第８号様式の５（第11条の５関係）
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第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第９号様式（第12条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第10号様式（第12条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第11号様式（第12条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第12号様式（第12条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第13号様式（第15条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第14号様式（第17条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第15号様式（第17条，第18条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第16号様式（第20条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第17号様式（第21条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第18号様式（第23条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第19号様式（第24条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第20号様式（第25条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第21号様式（第25条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第22号様式（第25条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第23号様式（第25条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第24号様式（第27条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第25号様式（第28条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第26号様式（第29条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第27号様式（第30条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第28号様式（第32条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第29号様式（第34条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第30号様式（第35条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第31号様式（第35条関係）

別記第32号様式（第36条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第33号様式（第37条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第34号様式（第38条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第35号様式（第39条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則



別記第36号様式（第40条関係）

第11類　函館市屋外広告物条例施行規則
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